誓　　約　　書
令和　　年　　月　　日
本部町長　　様
申出者(所有者)　　住所
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利用者　　住所
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　下記の事項について、あらかじめ理解し申出等に関して異議がないむね誓約致します。
記
・農業振興地域の整備に関する法律に基づく農用地区域の変更に際し、変更許可後は利用者
及び利用目的を変更しないとともに、速やかに農地法の定める転用の申請等をします。
・今回、農振農用地から除外しようとする土地について「申出後の利用目的」のとおり、速やかに事業等を実施することを誓約します。
・変更許可後二年以内に利用目的どおりに使用されなかった場合には、農用地区域に編入されて
も異議ありません。
・農振計画変更理由等と農地転用理由が異なった場合は、農用地区域変更申出書(計画変更)の提出、または農用地区域編入申請後新たに農用地区域除外申出書を提出します。
・農用地区域からの除外にあたっては、農業振興地域の整備に関する法律第13条第2項に定め
られている、5つの要件をすべて満たす必要があります。なお、このほかにも開発許可見込み等の各種要件があることから、5つの要件を満たしたとしても、農用地区域から変更（除外）が容認される訳ではありません。
・農用地区域からの除外申出は、本部町農業振興地域整備計画の変更により実現するものであり、個別的な許可申請ではありません。このため、除外の手続きは、計画の変更に向けて、受付した申出が一団（1案件）となって沖縄県と協議が進むことになります。したがって、補正手続が必要な案件においては、その作業等に遅延が生じますと、その申出を含む一団全体の手続きに遅延が生じることとなります、申出時の書類の補正及び追加書類の提出については、町より連絡を受けた後、10日以内に完了してください。

なお、補正等ができない場合は、その時点で、申出がなかったものとして取り扱い、書類一式
を返却します。（取下げの取り扱いとはいたしませんので、十分ご注意ください。）
・申出から容認まで概ね１年程度の期間を要しています（異議申立や審議の状況等によっては更
に日数を要する場合があります）。
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